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輸入麦の買入れ・販売等に関する基本要領等の一部改正について

このことについて、別紙新旧対照表のとおり、輸入麦の買入れ・販売等に関する基

本要領(平成21年7月1日付け21総食第102号総合食料局長通知)及び食糧用輸入小

麦の貿入代金に係る延納措置実施要領(平成22年8月初日付け22総食第464号総合食

料局長通知)の一部を改正したので通知します。



平成26'年 5月

貿易業務課

輸入麦の買入れ鋼販売等に関する基本要領及び輸入麦貫入委託契約書

等の改正について

1 改正の背景

輸入愛の買入れ・販売等に関する基本要領(以下「基本要領Jという。)及

び輸入麦買入委託契約書(以下「契約書』という。)において、商社又は商社

の代理人は「荷役期間中、荷捌きに立ち会うJこととなっているが、その定義

ぐ が明確でないため、現品を本船からサイロ等の保管場所へ搬入する場合及び本

船からはしけ等に積み替える場合には立会いを行うが、はしけ等による回送先

で荷役を行う場合に立会いを省略している商社が複数存在することが判明し

た。

また、基本要領でIま‘商社は荷役期間中、「迅速かつ確実に連絡が取れるよ

うに、あらかじめ漣絡責任者を指定する。』こととなっているが、契約書には

そのことが明記されておらず、商社が連絡責任者を指定しなかったことにより、

荷役期間中に発生した事故等の第一報の連絡が遅延することとなった。

そのほか、米穀の輸入に係る資格の要件の改正に伴い、整合性を図るため麦

の輸入に係る資格の要件についても所要の改正を行う必要がある。

ついては、下記のとおり、基本要領及び契約書において、「荷役期間』及び

え 『荷捌き』の定義を明確にし、また、契約書において、商社が連絡責任者を指

定する旨明記する等の改正を行うこととした。

2 改正のポイント

(1)荷役期間及び荷捌きの定義

① 荷役期間とは、本船又ははしけ等の荷役作業開始前から、サイロ等へ

の搬入作業が終了し搬入数量が確定するまでの問をいう。

② 荷捌きとは、現品を、本船から取り卸すこと又!ま本船からはしけ等へ

積み替えてそのはし!t等から取り卸すこと、検査機関の指示により仕分

けること、検数し、及び検量すること並びにサイロ等に搬入することを

いう。
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( 2)立会いの実施

商社又は商社の代理人は、本船又ははしけ等の荷役作業開始前から、サ

イロ等へ搬入の作業が終了し数量が確定するまでの問、現品の

①本船又は本船からはしけ等へ積み替えてそのはしけ等からの取卸し

② 検査機関の指示による仕分け

③ 検数及び検量

④サイロ等への搬入

に必ず立ち会うものとする。

(3)連絡責任者の指定

商社は、迅速かつ確実に連絡が取れるよう、あらかじめ連絡責任者を指

定する。当該連絡責任者は、荷役期間中、現品に異常が発見されたとき、

又は荷役機械等の故障等不測の事態が発生したときは、局長及び当該現品

に係る買受人窓口等に対して報告するものとする。

(4 )輸入麦の買入資格要件の改正

荷宇土の資格の要件に、表の流通に関する法令の規定により罰金以上の知l

に処せら!れた場合は、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から2年を経過していること、予決令第70粂及び第71条に該当する

者でないこと、及び局長から資格の取消しを受けた者にあっては、その取

消しの白からZ年を経過していることを追加。

(5 )その他

・到着期限契約において、悪天候により控除される回数を整理する。

・参考として通知本文に記載している引用法令について、通知から削除す

る(引用法令は別途参考資料として配布する。)。

-その他、所要の諮句の修正を行う。

3 適用期日

平成26年5月16日施行

ただし、契約に係る規定は平成26年6月1毘以降に実施される入札又は見積

合せに係る契約から適用



輸入麦の買入れ・販売等に関ずる基本要領(平成 21年 7月 1日付け 21総食第 102号総合食料局長通知) 部改正新旧対照表

(第4章 特別売買麦の買入れ・販売 E 飼料用特別売買麦(食糧法第43条及び飼安法第4条)部分)

(下線部分は改正部分)

改 玉 後 現 イ丁

第4章 特別売買麦の買入れ・販売 第 4章特別売買麦の買入れ・販売

E 飼料用特別売買麦(食糧法第43条及び飼安法第4条) E 飼料月特別売買麦(食糧法第43条及び餌安法第4条)

第 1・第2 (路) 第 1・第2 (路)

第 3 売買契約締結の方法 第 3 売買契約締結の方法

1 (路) 1 (略)

ーーーー---ー』ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー戸四国--ーーーーーーーーーー』ーーーーーーーーー再』ーーーーーーーーー

{削る。) [参考]引用法令 (略)

『ーーーー』ー』ーーーーーー『四・ー--ーーーーーーーーー----ーーーーーーーーー---ーーーーーーーーーー】『目白ーーーーーーー一品

2 見積合せに参加する者の要件及び基準 2 見積合せに参加する者の要件及び基準

(1) 輸入資格の要件 ( 1) 輸入に係る有資格者の要件

特別売買契約の見積合せに輸入を目的として参加する者に必要 局長は、特別売買契約に係る見積合せに参加する輸入業者(以

な資格(以下本章のEにおいて「特別売買契約に係る輸入資格」 下本章のEにおいて「有資格者Jという。)は、第1章第4の2の

という。)の要件は、第1章第4の2の要件並びに同7のうち(1)、 要件及び向 7の基準のうち(2)の基準を除くすべてを満たしている

(3)、(4)及び(5)とする。 者とする。

(2) 買受資格者の要件 (2) 買受資格者の要件

政府から飼料用特別売買麦を買い受ける者(以下Eにおいて「買 政府から飼料用特別売買麦を買い受ける者(以下この章におい

受資格者」という。)は、次に掲げる要件を全て満たす者であっ て「買受資格者」という。)は、以下の要件すべてを満たしてい

て、 3の(2)のアの審査により局長が飼料用特別売買友の買受資 る飼料(飼料原料を含む。以下回じ。)の需要者(関税定率法(明

格を有すると認めた者とする。 治 43年法律第 54母)第 13条第1項に規定する税関長の承認を

受けた製造工場(以下「承認工場」という。)を所有する者に限

る。)又は飼料の需要者を構成員とする農業協同組合、農業協同

組合連合会、中小企業団体の組織に関する法律(昭和 32年法律

第 185号)第3条に基づく中小企業団体〈以下「中小企業団体j

という。)若しくは一般社団法人とする。
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ア 飼料(飼料原料を含む。以下同じ0) の需要者(関税定率法

(明治 43年法律第 54号)第 13条第 1項に規定する税関長の

承認を受けた製造工場(以下「承認工場j というロ)を所有す

る者に限る。)又は飼料の需要者を構成員とする農業協同組合、

農業協同組合連合会、中小企業団体の組織に関する法律(昭和

32年法律第 185号)第3条の中小企業団体(以下[中小企業

団体」という o)若しくは一般社団法人であること。

イ(略)

ワ(略)

三豆諸者(法人の場合にあっては、役員等を含む。)が麦の流

通に関する法令の規定により罰金以上の刑に処せられた場合に

あっては、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな

った日から 2年を経過していること。

オ、(略)

」劃ゑL

3 資格申請手続(食料安定供給特別会計事務取扱細則第 52条及び

第 53条)

( 1) 塾ム室主主
ア定期審査

ア (略)

イ (略)

ウ 麦の流通に関する法令斗の規定により罰金以上の刑に処せら

れた者(役員が当該法令の規定により罰金以上の刑に処せられ

た者を含む。)にあっては、その執行を終わり、又は執行を受

けることがなくなった日から 2年を経過していること。

ごじ (略)

* 1 第 3の2の(2)のウの麦の流通に関する法令とは、食糧法、飼安
法、飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律(昭和 28年

法律第 35号)、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法

律(昭和 25年法律第 175号)、不当景品類及び不当表示防止法(昭

手口 37年法律第 134号)、不正競争防止法(平成5年法律第 47号)、

農産物検査法(昭和 26年法律第 144寺)、食品衛生法(昭和 22年

法律第 233号)、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

{昭和 22年法律第 54号)及び刑法(明示 40年法律第 45号)をい

ユiー

3 資格申請手続(食料安定供給特別会計事務取扱細則第 52条及び

第 53条)

(1) 輸入業者

ア定期審査

自 2-



局長は、毎年度、特別売買契約の見積合せに輸入を目的とし

エ室型工ゑ主の審査(定期審査)を行う。

イ(路)

ワ 申請方法

局長は、申請者から「飼料用麦の特別売買契約申込資格審査

申請書(輸入業者用)J (様式 ιII-1 (その 1~ 5))及び盗に

掲げる添付書類を提出させるロ

立L第 1章第4の3の(3)に定める添付書類のうちアからオま
で及びキ

ι2_ _r:名称等の公表に関する同意書J(様式4-II-1 (その 6)) 
エ~カ(路)

(2) 買受資格

ア審査

局長は、買受資格審査の申請受付及び皇室皇盈審査を行う。

イ 申請方法

局長は、飼料用特別売買麦の皇豆ftを希望する者に対し、「担

料用特別売買麦買受資格審査申請書J(様式 4-II -2)及び次に

掲げる添付書類を提出させる。

(7)・(イ) (略)

(')) 呈蓋主自ら又はその構成員(買受けを希望する者が飼料

の需要者を構成員とする農業協同組合、農業協同組合連合

会、中小企業団体文は 般社図法人である場合に限る。)

の直近 1か年における飼料の取扱数量

(エ)~ (キ) (略)

(削る。)

局長は、毎年度、特別売買契約の見積合せに参加する輸入業

主の審査(定期審査)を行う。

イ(略)

ウ 申誇方法

局長は、申請者から「飼料用麦の特別売買契約申込資格審査

申請喜{輸入業者用)J (様式 4-II-1(その 1~ 5))及び蓋上

章第4の3の(3)に定める添付書類を提出させる。

エ~カ(略)

(2) 塁塁主

ア審査

局長は、買受者の資格の申請の受付及び審査を行う。

イ 申請方法

局長は、飼料用特別売買麦の呈且立を希望する者に対し、「飼

料用特別売買麦買受資格承認申請書J(様式 4-II -2
0 以下「承

認申請書|というn)及び次に掲げる添付書類を提出させる。

(7)・(イ) (略)

(ウ) 塁塁主自ら又はその構成員(買受けを希望する者が飼料

の需要者を構成員とする農業協同組合、農業協同組合連合

会、中小企業団体又は一般社団法人である場合に限る。)

の直近1か年における飼料の取扱数量

(エ)~(キ) (略)

[参考I引用法令 (略)

4 有資格者名簿及び随意契約登録者名簿の作成並びに資格審査結果 1 4 有資格者名簿及び髄意契約登録者名簿の作成並びに資格審査結果

の通知(食料安定供給特別会計事務取扱細則第 54条、第 55条、第 561 の通知(食料安定供給特別会計事務取扱細郎第 54条、第 55条、第 56

条及び第 83条) I 条及び第 83条)
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(1) 盤ム室主主
ア 委員会の承認(入札・契約手続審査委員会会則 1) 

局長は、委員会に、呈蓋主が2の(1)の要件を満たしている

かを諮る。

イ 有資格者の決定

局長は、アの委員会の結果、皇萱主が 2の(1)の要件を満た

していると認めるときは、当該者について、特別売買契約に係

る輸入資格を有する者(以下Eにおいて「有資格者!という c) 

よ量生三。
ウ(略)

エ 有資格者名簿の作成及び通知(食料安定供給特別会計事務取

扱細則第 83条)

局長は、イにより有資格者と認めた場合は、五重畳主の名簿

(以下旦において「有資格者名簿」という。)を作成するとと

もに、申請者に審査結果を通知する。

なお、申請者への通知は、有資格者と認めた場合には、様式4-

E-4 (その 1) の「資格確認通知書Jにより、有資格者と認め

主主~--:Jt;:_場合は、様式 4-II -5 (その 1)の「通知書j により行

う。

また、局長は、有資格者に対して、あらかじめ別紙 4-ll-2

の「飼料用輸入麦の特別売買契約における見積合せの手引J(以

下旦において「手引」という。)を配布の上、見積合せに関す

る手順等を周知する。

オ(略)

(2) 塁豆塗盈

ア 買受資格者の決定

(7) 局長は、呈萱主主2の(2)の要件を満たしていると認めると

きは、当該者について、飼料用特別売買麦の買受資格を有す

ゑよ量生三。

(イ) 局長は、皇芦者に対し、買受資格者と認めた場合は4藍主企
4-

(1) 盤ム茎主
ア 委員会の承認(入札・契約手続審査委員会会則 1) 

局長は、委員会に、申請を行った輸入業者が 2の(1)の要件

を満たしているかを諮る。

イ 有資格者の決定

局長は、アの委員会の結果、申請を行った輸入業者が 2の(1)

の要件を満たじていると認めるときは、当該者を有資格者とし

エ迭亙主主L。

ウ(略)

エ 有資格者名簿の作成及び通知(食料安定供給特別会計事務取

扱細則第 83条)

局長は、イにより有資格者を決定した場合は、互運企主ζ量三

加する資格を有する者の名簿(以下との章において「有資格者

名簿」という。}を作成するとともに、申請者に審査結果を通

知する。

なお、申請者への通知は、資格を有すると認められる場合に

は、様式全旦ニ生の「資格確認通知書Jにより、認められない

場合は、様式全互ニ互の「通知書」により行う。

また、局長は、有資格者に対して、あらかじめ別紙4-ll-2

の「飼料用輸入麦の特別売買契約における見積合せの手引J(以

下主2主において「手引」という。)を配布の上、見積合せに
関する手順等を周知する。

オ(路)

(幻皇豆堂
ア 買受資格者の決定

(ア) 局長は、申請を行った買受者について、 2の(2)の要件を

満たす者である左認めた場合には、買受資格者として決定す

る。

(イ) 局長は、審査結果を申請を行った買受者に通知する。



E-4 (その 2) の「資格確認通知事Jにより、買受資格者と認

めなかった場合は、様式 4-II -5 (その 2) の「通知書」により

霊室益是主通知する。

イ 随意契約登録者名簿の作成及び通知

局長は、細則室主主主の規定に基づき、飼料用特別売買麦の豆

受資格者の名簿(以下Eにおいて「随意契約登録者名簿」とい

う。)を作成する。

ワ(路)

」盟三よ

5 変更の届出(食料安定供給特別会計事務取扱細見第57条)

( 1) 有資格者

ア 星長i主」有資格者に次の各号に掲げる事項について変更があ
った場合には、当該有資格者から、速やかに「飼料用麦の特別

売買契約に係る輸入資格審査申請書変更届J(様式 4-II-6) に

より、その旨を星ヰ且主主豆。

ケ)~ (カ) (略)

イ・ウ (略)

(2) 買受資格者

ア 局長は、飼料用特別売買麦買受資格審査申請書に記載した内

容に変更があったときは、当該買受資格者から、「飼料用特別

売買麦買受資格変更届J(様式 4-II-7) により、その旨を届け

出させる。

イ(賂)

」盟ゑd__

イ 随意契約登録者名簿の作成及び通知

局長は、アの(イ)の決定を行った揚合は、細則室立立金の規

定に基づき、飼料用特別売買麦の塁塁資格を有する者の名簿(以

下::._(/)主において「随意契約登録者名簿」という。)を作成す

る。

ウ(略)

[参考I引用法令 (略)

5 変更の届出(食料安定供給特別会計事務取扱細則第 57条)

(1) 有資格者

ア 有資格者に次の各号に掲げる事項について変更があった場合

には、当該有資格者は、速やかに細則第 57条に定める「輸入

米麦の特別売買契約申込資格審査申請書変更届 I(様式4-I -4) 

により、その旨を星l工島ゑ。
(7)~(カ) (略)

イ・ウ (略)

(2) 買受資格者

ア 買受資格者は、買受資格者に係る承認申請書に記載した内容

に変更があったときは、「飼料用特別売買麦買受資格変更届J(様

式 4-II-7) を局長に提出するロ

イ(略)

[参考1引用法令 (略)

6 資格の停止又は取消し(食料安定供給特別会計事務取扱細則第591 6 資格の停止又ほ取消し(食料安定供給特別会計事務取扱細則第59
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条及び第 85条並びに予算決算及び会計令第 70条及び呈ヱL主)
(1) 輸入資格の場合

局長は、有資格者が米基本要領第1章 I第3の5の(1)に定め

る資格の停止又は取消事由に該当すると認めたときは、当該有資

格者の資格の停止又は取消しを行うことができる。

なお、米基本要領第 1章 I第 3の5の(1)なお書、 (2)、 (3)及

立並)の規定は、特別売買契約に係る輸入資格について準用するn

」盟三ιL

」盟三~

」血ゑよー

(2) 買受資格の場合

ア・イ (路)

」盟三斗一

7 (略)

B 見積合せに係る必要事項の通知

局長は、原則として、見積合せを実施する日の7目前までに有資

格者等に以下の事項を通知する o (別紙4-II】 1) 

(1) (路)

(2) その他の通知事項

局長は、 (1)の通知に際して、次に掲げる事項を明らかにする。

ア 当該見積合せに参加する資格のない者の行った申込み文は見

-6 -

条及び第 85条並びに予算決算及び会計令第 70条及び71条)

(1) 五重量主
ア 局長は、有資格者が次のいずれかに該当すると認めるときは、

直ちに、細則第59条第1項に定める「資格取消事由調査書I(様

式 4-II -8) を作成し、 4の(1)のアの委員会に諮る。

(ア) 有資格者が、「契約指名停止要領J第 1条により指名停止

を受けているとき 0

_w_有資格者が、予算決算及び会計令第 70条又は同令第 71条

に該当するとき。

イ 局長は、委員会で、有資格者の資格の停止又は取り消しの必

要があると判断したときは、当該有資格者の資格を停止し、又

は取り消す。

立局長は、審査結果を細則第 59条第3項に定める「資格取消

通知書J(様式 4-II -9) により当該者に通知するとともに、地

方農政局長等に通知するn

エ 資格の停止又は取消しの公表は、 4の (1)のオの規定を準用

主ゑι
(幻塁塁皇盈主

ア・イ (略)

[参考1引用法令 (略)

7 (略)

8 見積合せに係る必要事項の通知

局長は、原則として、見積合せを実施する日の7目前までに有資

格者等に以下の事項を通知する。(別紙4目 II-l)

(1) (略)

(2) その他の通知事項

局長は、 (1)の通知に際して、次に掲げる事項を明らかにする。

ア 当該見積合せ申込資格のない者の行った申込み又は見積合せ



積合せの条件に違反した申込みは、無効とすること

イ~オ(略)

」盟三♀_)

9 ・10 (略)

」盟三♀L

11 ~ 13 (略)

」型ゑιL

14 ~ 16 (略)

第 4 飼料用特別売買麦の輸入港決定及び荷捌き

1・2 (略)

3 連絡体制の整備

(1) 星王且、荷役期間中、整量LA童笠の確認について主確を期
すため、売渡人又はその代理人及び買受人を、荷捌きに立ち会

主主主L。ただし、貿受人は、売渡人文はその代理人に立会いを
委託することができるものとする。

(2) 局長は、売渡人に対し、荷役期間中、迅速かっ確実に連絡が

取れるよう、あらかじめ連絡責任者を蓋星主主ゑ。

(3) 局長は、 (2)で指定された連絡責任者(以下「連絡責任者」

という。)に対し、飼料用特別売買麦に異常が発見されたとき

又は荷役機械等の故障等若しくは不測の事態が発生したとき

は、速やかに局長及び買受人に対して翠主主主ゑ。

(4) (略)

の条件に違反した申込みは、無効とすること

イ~オ(略)

I参考]引用法令 (略)

9・10 (略)

[参考151用法令 (略)

1l ~13 (略〕

I参考]引用法令 (略)

14 ~ 16 (略)

第 4 飼料用特別売買麦の輸入港決定及び荷捌き
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1・2 (路)

3 連絡体制の整備

(1) 売渡人及び買受人は、荷役期間中、数量及び品質などの確認

について正確を期すため、荷役現場に立ち会う。ただし、買受

人は、重盗ム主に立会いを委託することが主主乏。

(2) 重盗ム豆、荷役期間中、迅速かっ確実に連絡が取れるよう、

あらかじめ連絡責任者を盟主主ゑ。

(3) (2)で指定された連絡責任者(以下「連絡責任者」という c) 

L主、査盆塑Fe'ct (J)飼料用特別売買麦に具常が発見されたとき又
は荷役機械等の故障等若しくは不測の事態が発生したときは、

速やかに局長及び買受人に対して蓮主主主L。
(4) (略)



第5 検収等 第5 検収等

1 (略) I 1 (略)

(削る。) ; [参考]引用法令 (略)

'--ーーーー--・ーーー』喧』ーーーー"・ーーーーーーーーー--四回・・ーーーーーーーーーー』ーーーーーーーーーーーーーー------

2~7 (賂) I 2~7 (略)

第 6~第 21 (略)第6~第21 (略)

附貝j (路) 附則 (略)

lJIJ紙4-1I-1 (略) 別紙4-1I-1 (路)

様式4-1I-1 (その 1) 様式4-1I-1 (その 1)

飼料用麦の特別売買契約に係る輪入資格審査申請書 飼料用麦の特別売買契約資格審査申請書(輸入業者用)

平成 年度において、貴省で行われる飼料用麦の特別売買契約の見 平成 年度において、貴省で行われる飼料用麦の特別売買契約に係

積合せに輸入を目的として参加する者に必要な資格の審査を申請しま る輸入業者として参加する資格の審査を申請します。

す。 なお、との申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しない

なお、申請に当たり下記事項を誓約します。 とと、並びに申請者(その役員を含む。)が、輸出入関係諸法令の規定

記 により、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はその事対子を

1 この申誇書及び添付書類の内容については、事実と相違ないこと。 受けることがなくなった日から 2年を経過しない者でないととを誓約し

2 申請者(役員、代理人、支配人その他使用人を使用する者を含む。) ます。一

が、輸出入関係諸法令制又は麦の流通に関する法令制の規定により罰

金以上の刑に処せられた場合にあっては、その執行を終わり、又は執

行を受けるととがなくなった白から 2年を経過しているとと。

JL 予算決算及び会計令(昭和22年勅令第 165号)第70条各号のいず
れか及び同令第 71条第 1項各号のいずれかに該当する者でないこと。

4 輸出入関係諸法令、麦の流通に関する法令又は契約の違反等により
農林水産省生産局長から輸入資格の取消しを受けた者にあっては、そ

の取消しの日から 2年を経過していること。
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平成 年 月 日 平成 年 月 日

農林水産省生産局長 殿 農林水産省生産局長殿

郵便番号 郵便番号

住所 住所

商号又は名称 商号又は名称

代表者氏名 印 代表者名 印

電話番号 電話番号

FAX番号 FAX番号

輸出入実績等に関する事項(略) 輸出入実績等に関する事項(略)

*1 輸出入関係諸法令とは、関税法(昭和 29年法律第 61号)、関税暫定措置

法(昭和 35年法律第 36号)、食品衛生法(昭和 22年法律第 233号)、植物

防疫法(昭和 25年法律第 151号〕及び外国為替及び外国貿易法(昭和 24

年法律第 228号)並びにこれらの法律に基づく命令をいう D

*2 麦の流通に関する法令とは、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律

(平成6年法律第 113号)、飼料需給安定法(昭和 27年法律第 356号)、農

林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(昭和 25年法律第 175

号)、不当景品類及び不当表示防止法(昭和 37年法律第 134号)、不正競争

防止法(平成5年法律第47号)、農産物検査法(昭和 26年法律第 144号)、

食品衛生法(昭和 22年法律第 233号)、私的独占の禁止及び公主取引の確保

に関する法律(昭和 22年法律第 54号)、刑法(明治 40年法律第 45号)及

び飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律(昭和 28年法律第35号)

並びにこれらの法律に基づく命令をいれ

様式4-1I-l (その 2) ~様式4- 1I -l (その 5) (略) 様式4-1I-l (その 2) ~様式4~ 1I -l (その 5) (略)

様式4-1I-l (その 6)

名称等の公表に関する同意書

9司



飼料用麦の特別売買契約に係る輸入資格者(有資格者)となった場合、

商号又は名称、代表者氏名及び住所・電話番号が公表されることに同意し

主主L
また、飼料用麦の特別売買契約を締結した場合、商号又は名称及び代表

者氏名が公表されることに同意しますの

さらに、輸入資格の停止文は取消しを受けた場合、商号又は名称及び代

表者氏名が公表されることに同煮します。

生Jl " 

農林水産省生産局長殿

生一一一ー牛
車主主且毛査三

生室主豆急」
電話番号

※ 代表者氏名を自署する場合は押印を省略できるn

様式4-II← 2

飼料用特別売買麦買受資格審査申請書

旦

平成年月日

農林水産省生産局長殿

郵便番号

住所

申請者名

代表者氏名

電話番号

FAX番号

印

様式4-II-2

飼料用特別売買麦買受資格承認申請書

農林水産省生産局長殿

10-

平成年月

郵便番号

住所

申誇者名

代表者氏名

電話番号

FAX番号

日

印



飼料用特別売買麦の買受資格の審査を申請します。 貴省で行われる飼料用麦の特別売買契約に係る買受資格者として参加

また、との申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないこ!土ゑ皇査を申請します。

とを誓約します。 Iなお、添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

様式4-]J-3

農林水産省生産局長殿

郵便番号

住所

平成年月

申請者名

代表者氏名

誓約書

日

FP 

餌料用特別売買麦の買受資格の申請に当たって、下記誓約事項につい

て誓約します。

言己

(誓約事項〉

1 申詩者(法人の場合にあっては、役員、代理人、支配人その他使用

人を使用する者を含む。)が、麦の流通に関する法令引の規定により

罰金以上の刑に処せられた盟企ζあっては、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなった日から 2年を経過していること。

2 麦の流通に関する法令文は契約の違反等lとより農林水産省生産局長

から買受資格の取消しを受けた者にあっては、その取消しの日から 2

年を経過していること」

3 飼料需給安定法第6条により付された条件を厳守すること。

キ1 麦の流通に関する法令とは、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律

様式4-]J-3

農林水産省生産局長殿

郵便番号

住所

平成年月

申請者名

代表者氏名

誓約書

日

FP 

飼料用麦の特別売買契約に係る買受資格者の申請に当たって、下記誓

約事項について誓約します。

言己

(誓約事項)

1 申請者(盆長を含む。)が麦の流通に関する法令の規定により罰金

以上の刑に処せられた者にあっては、その執行を終わり、又はその執

行を受けることがなくなった日から 2年を経過してい?とと主萱盟主

主主。

え飼料需給安定法第6条により付された条件を厳守すること主萱担土

主主。
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(平成6年法律第 113号)、飼料需給安定法(昭和 27年法律第 356号)、農

林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(昭和 25年法律第 175

号)、不当景品類及び不当表示防止法(昭和 37年法律第 134号)、不正競争

防止法(平成5年法律第47号)、農産物検査法(昭和26年法律第 144号)、

食品衛生法(昭和 22年法律第 233号)、私的独占の禁止及び公正取引の確保

に関する法律(昭和 22年法律第 54号)、刑法(明治 40年法律第 45号)及 ー

び飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律(昭和28年法律第35号)

並びにこれらの法律に基づく命令をいう。

様式4-1I-4 (その 1) 様式4-1I-4

番 号 番 号

年月 日 年月 日

資格確認通ー知書 資格確認通知書

郵便番号

住 m i主 所

商号又は名称 商号又は名称

代表者氏名 殿 殿

農林水産省生産局長 ~n 農林水産省生産局長 戸P

あなたが申請された飼料用麦の特別売買契約に係る輸入資格の審査につい あなたは、平成 年度から平成 年度までに係る の特別売買契約申

て、審査の結果、飼料用麦の特別売買契約に係る輸入資格を有すると認めま 込資格審査申請書を提出されましたが、資格審査の結果、 の特別売買契約

したので通知します。 について契約の申込みを行う資格があると認めましたので通知します。

なお、住所、商号若しくは名称、代表者氏名、電話番号等連絡先若しく なお、住所、商号早昼名称、代表者氏名、電話番号等連絡先孟立資本金に変

は資本金に変更があった場合平且経営の状態が飼料用麦の特別売買契約に係 更があった場合、並びに経営の状態が の特別売買契約申込資格審査申請書

る輸入資格審査申請書類の内容と著しく相違するに至った場合は、直ちにそ 翠の内容と著しく相違するに至った場合l士、直ちにその亘届け出てください白

の呈主届け出てください。
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有効期限平成 年 月 日 有効期間平成 伝 月 日から平成 年 月 日まで

様式4-11-4 (その 2)

番 号

年月 日

資格確認通知書

¥ 

住 所

商号又は名称

代表者氏名 E主

農林水産省生産局長 旦

あなたが申請された飼料用特別売買麦買受資格の審査について、審査の結

果、飼料用特別売買麦買受資格を有すると認めましたので通知しますD

なお、住所、商号若しくは名称、代表者氏名、電話番号等連絡先若しく

は資本金に変更があった場合又は経営の状態が飼料用特別売買麦買受資格審

査申請書類の内容と著しく相違するに至った場合は、直ちにその旨を届け

出てください。

様式4-11-5 (その 1) 様式4-II-5

番 でロデ 番 号

年月 日 年月 日

通 知 書 通 士日 書

郵便番号

住 所 住 所

商号文は名称 商号文は名称
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色主主昼企 殿

農林水産省生産局長 ~p 

あなたが申請された飼料用麦の特別売買契約に係る輸入資格の審査につい

エー審査の結果、飼料用麦の特別売買契約に係る輸入資格を有すると認めら

れませんでしたので、通知します。

理由

様式4-II-5 (その 2)

主一 m
E主三基金主主
企牽主豆急

OA一一主Lー宣

ilft 

章一一一芝

4' Jl一一旦

農林水産省生産局長 目

あなたが申請された飼料用特別売買麦買受資格の審査について、審査の結

果、飼料用特別売買麦買受資格を有すると認められませんでしたので、通知

します。

理由

様式4-II-6

飼料用麦の特別売買契約に係る輸入資格審査申請書変更届

殿

農林水産省生産局長 正月

あなたは、平成 年 月 日付けで の特別売買契約申込資格審査

申請書を提出されましたが、資格審査の結果、資格がありませんので通知しま

す。

理由

様式4-II-6

輸入米麦の特別売買契約申込資格審査申請書変更届
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平成年月日

農林水産省生産局長殿

資格盗蓋通知書の平成年月 日

交付年月日・番号生産第 号

住所

商号又は名称

代表者氏名

このことについて、下記の通り変更があったので届出をします。

主

埼
m

一

一

容

士

事

一

一

内

一

更

一

一

更

一

変

一

一

変

一

一

一

1
i
 

変更前 変更後 変更年月日

2 変更事項に係る添付書類名

3 契約の種類

盤投屋三塁

(注)

1 本様式に収まらない揚合は、裏面等に記載することとし、その旨を

本様式の欄外に記載すること。

」単豆~

FD 

平成年月 日

農林水産省生産局長殿

資格決定通知書の 平成年月 日

交付年月日・番号 第 号

住所干

商号文は名称

代表者氏名 FP 

下記の通り変更があったので届出をします。

I 1 変更内容

変更事項 変更前 変更後 変更年月日

2 変更事項に係る添付書類名

3 契約の種類

よ主塁 2 麦 3 麦

船舶にばら積みする方法に 国際海上コンテナに積

より輸入しようとする場合 載する方法により輸入

しようとする場合

(注)

1 本様式に収まらない場合は、裏面等に記載することとし、その旨を

本様式の欄外に記載するとと。

2 希望する契約の種類については、該当する契約の番号をOで囲むこ
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よι

様式4-II-7 様式4-II-7

飼料用特別売買麦買受資格変更届 飼料用特別売買麦買受資格変更届

年月日 年月日

農林水産省生産局長殿 農林水産省?生産局長殿

資格確認通知書の

交付年月日・番号

郵便番号

住所

寅受資格者名

代表者氏名

平成年月日

生産第 号

印

印

買受資格承認書の

交付年月日・番号

郵便番号

住所

買受資格者名

代表者氏名

口
H月

号

年成平

第

印

印

輸入麦の買入れ・販売等に関する基本要領(平成 21年 7月 1日付け| 輸入麦の買入れ・販売等に関する基本要領(平成 21年 7月 1日付け

21総食第 102号総合食料局長通知)第4章のE第 3の5の(2)のアの I21総食第 102母総合食料局長通知)第4章のE第 3の5の(2)のアの
規定に基づき、下記のとおり変更があったので届け出ます。 I規定に基づき、下記のとおり変更があったので届け出ます。
なお、申請者(法人の場合にあっては、役員、代理人、支配人その他| なお、申請者(盆皇を含む。)が麦の流通に関する法令の規定により

使用人を使用する者を含む。)が麦の流通に関する法令の規定により罰|罰金以上の刑に処せられた者にあっては、その執行を終わり、文はその

金以上の刑に処せられた者にあっては、その執行を終わり、文はその執|執行を受けることがなくなった日から 2年を経過していることを誓約し

行を受けることがなくなった日から 2年を経過していることを誓約しま|ますロ

す。

(略) (略)

様式4-II-8 様式4-II-8

番 号 番 号

年月 日 年月 日

農林水産省生産局長殿
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等事格資 書査由調事i由取格資書

塾亙墨盈星長
北海t首農政事務所

沖縄総合事務局長

と乞
ロ幸1置由消取

印農林水産省生産局長印

このことについて、下記のとおり資格取消(停止)事由が発生しましたので、

皇室L主主乙ー

呈

日月年平成発生年月日1 日月年平成発生年月日1 

住所並びに商号文は名'称及び代表者氏名者生発2 住所並びに商号又は名称及び代表者氏名者生発2 

翠盆2重主皇3 

取消事肉発生時の経営規模及び経営状態3 取消」呈11:)事由発生時の経営規模及び経営状態4 

万円件当該年度における契約の実績4 万円ゆヤイ当該年度における契約の実績5 

該当条項及びその事実の詳細(別紙)5 該当条項及びその事実の詳細(別紙)日

(別紙)報告に係る事項についての発生者の説明6 報告に係る事項についての発生者の説明(別紙)7 

一一
止旦1.2様式4-II-9

同 17-
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主一一亙
商号又は名称

盆室主豆急 殿

農林水産省f生産局長 印

あなたは、平成 年 月 日付け 第 号の資格確認通知書に

より有資格者として登録されましたが、下記のとおり資格停止を行うこととし

たので通知しますn

記

1 停止対象となる資格

2 室登呈lCID型E

3 皇盈宣lCID皇且

様式4-ll-9 (その 2) 様式4-ll-9

番 号 番 号

年月日 年月日

資格取消通知書 資格取消通知書

住所

商号又は名称

企墨主豆急

蛮隼主主

住所

商号又は名称

殿 殿

農林水産省生産局長 印 農林水産省生産局長 ~p 
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あなたは、平成 年 月 ，lf寸け 第 号の資格確認通知書に あなたは、平成 年 月 日イ寸け 第 号の資格確認通知書に

より有資格者として登録されましたが、今回 の理由により、飼料用 より契約申込資格者として登録されましたが、今回 の理由により、

麦の特別売買契約に係る輸入資格を取り消します。 室盈を取り消します。

様式4~II~ 1O~様式 4-II-17 (略) 様式4-II -10 ~様式 4 -II -17 (略)

様式4-II - 18 様式4-II - 18 

飼料用輸入麦ヲ|渡書 飼料用輸入麦引渡喜

平成年月 日 平成年月 日

、食料安定供給特別会計物品管理官 食料安定供給特別会計物品管理官

|農林水産省生産局農産部長 殿 農林水産省生産局農産部長 殿

契約者名 契約者名

所在地 所在地

代表者氏名 印 代表者氏名 印

下記の輸入麦を引き渡します。 下記の輸入麦を引き渡します。

契約年月日 平成 年 月 日 契約年月日 平成 年 月 日

契約番号 売契麦( )第 マロゴ 契約番号 売契麦( )第 ヲ日ゴ

積来船名 積来船名

輸入港等 輸入港等

入港年月日 平成 年 月 日 入港年月日 平成 て』平 月 日

品 白 品 目

産地 産地

銘柄 銘柄

引渡場所 品位等 数量 単価 金額 備考 引渡場所 品位等 数量 単価 金額 備考

等級;判定 kg 円/トン 円E 等級 l判定 kg 円/トン 円E

パ / パ / 
/: / 7: L 
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:__L :__L 
合計 V 合計 V 
本契約に基づき輸入港に到着した現品について、貫入対象外麦が(あ

った、なかーった)ことをお知らせします。

ーーーー【ーーーーーーーーーーーーーーーーー----ーーー』ーーーーーーーーーーーーーーー--楓圃・・---国ーーーーーーーーーーーー --副ーーーーーーーーーーーー----ーーー---ーーーーーー---唱再胴・ーー幽』ーーーーーーーー四回国世ーーー』ーーーーーーーー

現品領収証 現品領収証

No No 

|検収年月日|平成 年 月 |検収年月日|平成 年 月

上記物品を受領しました。 上記物品を受領しました。

平成 年 月 日 平成 年 月 日

食料安定供給特別会計物品管理官 食料安定供給特別会計物品管理官

農林水産省生産局農産部長 農林水産省生産局農産部長

農林水産00官 ~p 農林水産00官 ~p 

思j添 別添

飼料用輸入麦引渡書及び現品領収証(様式4-!I - 18)の記入方法 飼料用輸入麦引渡書及び現品領収証(様式4-!I-18)の記入方法

1 (略) l (路)

2 作成方法 2 作成方法

記載項目 作成要領 記載項目 作成要領

ア~カ ア~カ

(路) (略) (略) (略) (略) (略)

キ その他 (ア) 飼料用輸入麦引渡書に余白を生じた キ その他 飼料用輸入麦引渡書に余白を生じたとき

ときは、右上より斜線で抹消し、最末 は、右上より斜線で抹消し、最末尾欄に合

尾欄に合計を記入すること。 計を記入するこ占。

(イ) 飼料用車申入麦ヨl渡書の欄外に買入対

象外麦の有無を記入するとL
ク (略) (略) ク (略) (略)
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様式4-1I - 19 ~様式4- 1I -29 (路) 様式4-1I -19 ~様式4- 1I -29 (路)

jjlJオ正4-1I-2 別紙4-1I-2

飼料用輸入麦の特別売買契約における見積合せの手引 飼料用輸入麦の特別売買契約における見積合せの手引

一商社・飼料団体配布用 一商社・飼料団体配布用

生産局農産部貿易業務課 生産局農産部貿易業務課

目 次 目 次

第1 資格の停止又は取消し ー・・・・・・・・.. 。 第1 特別売買契約の契約の相手方としない場合 67 

第 2~第11 (略) 第 2~第11 (略)

飼料用輸入麦の特別売買契約における見積合せの手引 飼料用輸入麦の特別売買契約における見積合せの手引

飼料用輸入麦の特別売買契約の見積合せは、次により実施するものと 飼料用輸入麦の特別売買契約の見積合せは、次により実施するものと

するc する。

第 1 資格の停止文は取消し 第1 特別売買契約の契約の相手方としない場合

1 農林水産省生産局長(以下「局長」という。)は、有資格者が輸 1 有資格者のうち、次の各号のいずれかに該当すると認められるも

入麦の買入れ・販売等に関する基本要領(平成21年 7月 1日付け 21 のは、その事実があった後 2年間、特別売買契約の相手方としない。

総食第 102号総合食料局長通知)第4章E第 3の6(1)に定める資 斗よ特別売買契約の履行に当たり、生産局長の指導監督に従わない

格の停止文は取消事由に該当すると認めたときは、資格の停止文は 者

取消しを千子うことができる。 ill特別売買契約の履行に当たり、故意に物件の品質、数量等に関
して不正の行為をした者

ill特別売買契約の履行に当たり、必要な報告をせず、若しくは虚
偽の報告・記載をし、又は必要な検査を拒み、妨げ、若しくは忌

避した者

(4) 公正な見積合せの執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しく
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は不正の利益を得るために連合した者

ムー 特別売買契約の相手方として決定した者が契約を結ぶとと又は

2 有資格者の資格の停止又は取消しを行ったときは、当該有資格者 I 2 

及び地方農政局長等に通知するとともに、その事実、理由及び停止

又は取消しとなった者の商号又は名称を農林水産省ホームベージに

おいて公表する内

」盟主♀L

第 2 見積合せの実施に係る通知

3 

第2
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契約者が特別売買契約を履行するととを妨げた者

正当な理由なくして特別売買契約を履行しなかった者

有資格者が、生産局における食料安定供給特別会計事業用物品競

J 契約指名停止等措置要領(平成23年 9月1日付け 23生産第 4314

号生産局長通知。以下「契約指名等停止要領」という。)別表第1

及び別表第2の各号(以下 rJlIJ表各号Jという。)に掲げる措置要

件のいずれかに該当すると認められる左きは、情状に応じて別表各

号に定めるところにより期間を定め、当該有資格者を特別売買契約

の相手方としない。

との場合において、同要領別表第1の措置要件欄中「 般競争及

び指名競争j とあるのは「輸入麦等の特別売買契約」と、「競争参

加資格審査申請書、競争参加資格審査申請」土あるのは「飼料用輸

入麦の特別売買契約申込資格審査申請書、飼料用輸入麦の特別売買

契約申込資格申請」と、「入札前の調査資料Jとあるのは「売買申

込予定書j と読み替える。

有資格者を lYは2の規定により特別売買契約の相手方左しない

こととした場合、当該措置に関する情報を公表する場合がある。な

お、公表については、 1の規定による場合は以下に定めるとおりと

し、 2の規定による場合は、指名停止要領により行うものとする。

公表の方法は、生産局の担当窓口における閲覧に供する方法及

びインターネットを利用して閲覧に供する方法による。

公表の対象は、特別売買契約の相手方としないこととなった者

の氏名文は名称、住所、相手方としないことに至った理由とする。

公表の期間は、その事実があった後2年聞とする。

見積合せの実施に係る通知



星長は、原則として、見積合せを実施する日の 7日前までに以下

の事項を通知する。

1・2 (略)

」血ゑd_

第3・第4 (略)

」型ゑ♀L

第 5 見積合せの実施

見積合せは、有資格者及び買受資格者からの連名による「飼料用

輸入麦の特別売買申込書J(様式2) の提出により、契約の申込み

をすることにより行う。

1 (略)

2 申込書の無効

次のいずれかに該当した場合は、申込書を無効とする。

( 1) 是蓋金主に参加する資格を有しない者のした申込書

(2) ~ (15) 

3 公正な契約申込みの確保

(1)・(2) (略)

(3) 公正な見積合せを確保するため、契約申込者等は、贈賄、独占

禁止法違反及び談合等の不正な行為を行ったことを理由に、司法

当局及び公正取引委員会等の関係行政機関から何らかの措置を受

けたときは、速やかに星呈(農林水産省生産局農産部貿易業務課)

に報告する。

4 (略)

第 6 (略)

」盟主d_

生産旦長は、原則として、見積合せを実施する日の 7日前までに

以下の事項を通知する。

1・2 (路)

I参考l引用法令 (略)

第3・第4 (略)

[参考}引用法令 (略)

第 5 見積合せの実施

見積合せは、有資格者及び買受資格者からの連名による「飼料用

輸入麦の特別売買申込書J(様式2)の提出により、契約の申込み

をすることにより行う。

1 (略)

2 申込書の無効

次のいずれかに該当した場合は、申込書を無効とする。

(1) 旦込ゑに参加する資格を有しない者のした申込書

(2) ~ (15) 

3 公正な契約申込みの確保

( 1)・(2) (路)

(3) 公正な見積合せを確保するため、契約申込者等は、贈賄、独占

禁止法違反及び談合等の不正な行為を行ったことを理由に、司法

当局及び公正取引委員会等の関係行政機関から何らかの措置を受

けたときは、速やかに農林水産省生産局長(貿易業務課)に報告

する。

4 (絡)

第 6 (略)

[参考1引用法令 (略)
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第 7 (略)

」血ゑ斗ー

第 8~第 11 (略)

旦血蚤主上~旦嘩塗主主 (略)
別紙様式4 (略)

附則

(施行期日)

第 7 (賂)

I参考1引用法令 (略)

第 8~第 11 (略)

様式 1~様式 3 (略)

別紙様式4 (略)

1 この通知は、平成 26年 5月 16日から施行する。ただし、契約に係る規定は、平成 26年 6月 1日以降に実施される入札文は見積合せ

に係る契約から適用する。

(経過措置)

2 との通知による改正前の輸入麦の買入れ・販売等に関する基本要領(以下「旧要領」という。)第1章第4の4(2)、第4章 I第 3の

4 (1)のイ及び同章E第 3の4(1)のイの規定により有資格者となった者は、それぞれ旧要領の規定による資格の有効期間内において、

この通知による改正後の輸入麦の買入れ・販売等に関する基本要領第 1章第4の4(2)、第4章 I第 3の4(1)のイ及び同章H第 3の4

(1)のイの規定により有資格者となった者とみなす。

3 との通知の施行前にした行為等に対する資格の停止又は取消しについては、なお従前の例による。
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